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研究成果の概要（和文）：　本研究では，農地の維持に向けた農地移動に至るプロセスに，農家間のいかなる社
会関係が存在するのかを分析することから，農業集落という物理的空間において，どのように農地利用が維持さ
れているのかを明らかにすることを目的とした。その結果，ムラ的な社会関係のあり方が農地利用の維持に重要
な役割を果たしていた。一方，同一集落内に農家と非農家が混住することにより，ムラ的な社会関係の内実や農
地の経済的役割は変化していた。農地利用の維持という行為が，経済的利益をもたらさないにもかかわらず，
「農家の善意」によって支えられている場合もあった。こうした場合，農地の受手にとっては農地を請負うこと
は負担となっていた。

研究成果の概要（英文）： This study aims at revealing how farmlands are managed by examining the 
roles played by the transfer of farmland rights in farm management and agricultural settlements; the
 study’s analysis is based on the social relationships among farmers that are involved in the 
process of maintaining farmland use for farmland maintenance.  This study focuses on the spread and 
connection of social relationships among farm households. It also classifies various other social 
relationships after a careful consideration of each of their characteristics and analyzes them based
 on how these social relationships form layers, as explanatory variables, and who uses farmland 
through the transfer of farmland rights as explained variables.  Based on this analysis, the study 
examines the role played by each transfer of farmland rights in the farm management of individual 
farm households.

研究分野：人文地理学
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１．研究開始当初の背景 
	
 1990年代以降の日本では，農業従事者の
高齢化にともなう離農が進行し，これら離
農者の農地をいかにして継続的に利用し，
耕作放棄地のさらなる増大を防ぐことが求
められている。こうしたなかで特定の大規
模農家や集落営農組織に，どのように農地
の権利や耕作権を移動させるのかが課題と
なっている。しかし，農地は個別農家の経
済財という役割に加え，「ムラ」という社会
を構成する基礎的な要素としての役割も有
しており，個別農家が単なる経済財として
自由に取引できるものではない。また日本
において農地１区画の面積は小さいものが
多く，とくに条件不利地域といわれるとこ
ろでは，必ずしも規模拡大が収益性の向上
に結びつかない事例もみられる。こうした
なかで，農地は経済活動の場という役割に
加え，個別農家や集落営農組織などの集団
間の利害調整を動機として維持されてきて
おり，国土保全の観点からも重要な営為と
なっている。 
 
２．研究の目的 
	
 本研究では，条件不利地域を事例に，農
地の維持に向けた農地移動に至るプロセス
に，農家間のいかなる社会関係が存在する
のかを分析することから，農業集落という
物理的空間において，どのように農地利用
が維持されているのかを明らかにすること
を目的とする。 
 
３．研究の方法 
	
 先行研究より現代の農村を読み解くうえ
で，農地移動を取り上げる重要性や，その
背景にある農家間の社会関係を分析する必
要性についても指摘されてきたが，十分な
分析はなされてこなかった。これは，研究
対象が個人資産でもある農地や，聞かれた
くないような人間関係であったりすること
から，調査の実施が困難であったからであ
る。こうしたなかで，研究代表者はこれま
での一連の研究で農地や農家間の社会関係
に関する調査を実施し，一定の成果を上げ
てきた。	
 
	
 
（１）統計類や先行研究より，日本におけ
る条件不利地域を経営内容(ex．就業形態，
農用地面積の推移，農業就業者の年齢構
成比)や，作目(ex．稲作専業，畑作専業，
耕畜複合など)などから地域区分を行い，
具体的な調査対象集落を選定する。	
 
（２）対象集落居住者への聞き取り調査を
実施し，農業経営を中心とした生業形態
の変遷について把握する。	
 
（３）各世帯の自作地・借地がどのように
分布し，どのように利用されているのか
を調べる。	
 
（４）農家間の社会関係については，各個
人や世帯がどのような社会集団に属して

いるのかを調べることにより当該間の紐
帯を捉える（図４）。というのも，例えば
近隣世帯であり，血縁も有し，かつ同い
年である A と B の農地移動に至る契機と
なった関係について，調査対象者に「ど
ういった関係で共同作業を始めました
か？」と尋ねると，A は「近くに住んでい
るから。」B は「親戚だから。」という返答
が考えられる。どちらも間違いではない
が，この調査方法であると A－B 間の結び
つきは断片的にしか捉えられず，「同い
年」という結びつきが欠落してしまう。
このことから，農家間の社会関係を醸成
する各個人や各世帯の属する社会集団を
把握し，それらの組み合わせを検討する
ことで，農地移動に至る契機を捉えてい
った。	
 
	
 
４．研究成果	
 
	
 これまで農地移動に至る契機は「地縁・
血縁」と一括り捉えられてきたなかで，地
縁や結社縁をその空間的広がりに注目して
分析することにより，「地縁・血縁」の意味
するものを，集落という社会集団に埋没さ
せることなく捉えることができた。さらに
は，経済的合理性だけでは説明できない農
地利用を通じた農地管理のあり方を可視化
できた。	
 
	
 農地は，非農家にとっては経済活動の場
所ではないとはいえ，自身の所有する「家
産」であり，家産の維持という側面から耕
作放棄地化は望ましいことではなかった。
全国的に農業経営の大規模化が求められる
なかで，経済取引に限定された農地移動に
注目が集まりつつある。経済取引に限定す
ると農地移動が起こりえない条件の地域が
ある。さらに地域によっては集落内外の農
地利用を維持していくうえで，小規模兼業
農家が果たす役割も大きかった。全国画一
的に推し進められる農業経営の大規模化や
「意欲ある農家」のみの育成，株式会社の
参入などについては再考の必要があろう。	
 
	
 また，農地利用を維持していくうえでム
ラ的な社会関係のあり方は重要な役割を果
たしていた。一方，同一集落内に農家と非
農家が混住することにより，ムラ的な社会
関係の内実や農地の経済的役割は変化して
いた。農地利用の維持という行為が，経済



的利益をもたらさないにもかかわらず，「農
家の善意」によって支えられている場合も
あった。こうした場合，農地の受手にとっ
ては農地を請負うことは負担となっていた。
とくに，中山間地域などの第２種兼業農家
が大半を占める地域では，農業経営が収益
を得る経済活動としては位置づけえないな
かで農地利用が継続されていた。もはや「家
産」としての農地利用の維持のみが，農業
経営を継続する動機になっているといえる。
農地利用を維持することが無条件に強制さ
れるような現状では，農地の有効利用とい
う問題は本質的には解決されない。また，
中山間地域のみならず，全国的に非農家も
減少していくと予想され，現在と同じ規模
の農地であっても維持することは困難であ
ろう。実際，すでにこうした地域では畑の
一部が放棄されており，さらに田について
も「農家の善意」に頼っている側面がない
とはいえない。政策的に農地を有する地域
住民に対して無批判・無前提に「農地利用
の維持」を訴求するのではなく，地域住民
の選択肢として，農地利用の維持に加えて
計画的放棄や転用も是認されてしかるべき
であろう。こうしたなかで，農地利用は維
持すべきものかどうか自体を問い，時には
農地の山林化を是認することも必要になっ
てくると考えられる。地域経済および地域
社会のなかで，農地がどのように位置づけ
られているのかを捉え，地域条件に則した
方策を練っていく必要があるといえよう。
現代的な農地の計画的放棄のあり方につい
ては，検討していかねばならない今後の大
きな課題である。	
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